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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１．商号 

  ほくほくＴＴ証券株式会社 

 

２．登録年月日（登録番号） 

  2016 年 10 月 18 日（北陸財務局長（金商）第 24 号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

(1)会社の沿革（2024 年 3月 31 日現在） 

年   月 沿       革 

2016 年 4 月 

2016 年 10 月 

2017 年 1 月 

2017 年 1 月 

2017 年１月 

 

2017 年 12 月 

2018 年 2 月 

2021 年 6 月 

会社設立（資本金 50 百万円） 

金融商品取引業者として登録 

日本証券業協会に加入 

資本金を 12.5 億円に増資 

東海東京証券株式会社より富山支店、金沢支店、札幌支店、札幌法人課およ

び北陸地域の法人顧客における金融商品取引業を承継し、営業開始 

旭川支店開設 

福井支店開設 

帯広支店開設 

  

(2)経営の組織（2024 年 3月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）2023 年 10 月 1 日付で、業務コンプライアンスの部内室として事務集中室を新設いたしました。 
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等

の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

氏名又は名称 保有株式数（株） 割合（％） 

１．株式会社ほくほくフィナンシャルグループ 2,400 60.00 

２．東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 1,600 40.00 

計 ２ 名 4,000 100.00 

 

５．役員の氏名又は名称 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

役  職  名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 梶谷 英治 有 常  勤 

代表取締役副社長 加地 賢幸 有 常  勤 

代表取締役副社長 沖藤 季彦 有 常  勤 

監 査 役   浅田 繁 無 常  勤 

監 査 役 鈴木 誠 無 非常勤 

監 査 役 齋藤 勝雄 無 非常勤 

（注 1）監査役のうち鈴木誠、齋藤勝雄の両氏は会社法第 2 条第 16 号に定める社外監査役であります。 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

(1)金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則を

いう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる

名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にあ

る者を含む。）の氏名 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

氏    名 役  職  名 

三宅 大樹 管理本部長（内部管理統括責任者） 

石田 堅吾 業務コンプライアンス部長 

古野 雅祥 監査部長 

 

 

 

 

 

 



  

3 

(2)投資助言・代理業（金融商品取引法（以下「法」という。）第 28 条第 3 項に規定する投資助言・

代理業をいう。）に関し、法第 29 条の 2 第 1 項第 10 号の営業所又は事務所の業務を統括する

者（部長、次長、課長その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統

括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

氏    名 役  職  名 

須永 千広 商品統括部長 

（注）当社は投資助言業務（法第 28 条第 6 項に規定する投資助言業務をいう。）及び投資運用業（同条第 4 項

に規定する運用業をいう。）は行っておりません。 

 

７．業務の種別 

(1)金融商品取引業（法第 2 条第 8 項） 

業 務 の 種 別 

法第２条第８項第１号から第３号、第８号および第９号、第 13 号、第 16 号及び第 17 号に定め

る行為又は業務 

 

(2)金融商品取引業に付随する業務（法第 35 条第 1 項） 

業 務 の 種 別 

①有価証券の貸借業務 

②法第 156 条の 24 第１項に規定する信用取引に付随する金銭の貸付け業務 

③保護預り有価証券担保貸付業務 

④有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑥投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金の支

払に係る代理業務 

⑦累積投資契約の締結業務 

⑧有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑨他の金融商品取引業者等の業務の代理 

⑩通貨の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理 

⑪前各号のほか金融商品取引業に付随する行為 
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８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

名  称 所  在  地 

本 店 
富山県富山市丸の内 1-8-10（富山丸の内ビル） 

〒930-0085    ℡076-471-8164 

札幌営業部 
北海道札幌市中央区大通西 2-5（ほくほく札幌ビル） 

〒060-0042    ℡011-231-7101 

金 沢 支 店 
石川県金沢市南町 5-28（北陸銀行金沢支店内） 

〒920-0919    ℡076-254-1811 

旭 川 支 店 
北海道旭川市 2条通 9-228（旭川道銀ビル） 

〒070-0032    ℡0166-74-3022 

福 井 支 店 
福井県福井市中央 1-7-15（北陸銀行福井支店内） 

〒910-0006    ℡0776-43-0420 

帯 広 支 店 
北海道帯広市西 5 条南 20-1（北海道銀行西五条支店内） 

〒080-0015    ℡0155-66-7490 

 

９．他に行っている事業の種類 

保険業法第 2 条第 26 項に規定する保険募集に係る業務 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

    当社は、下表のとおり紛争解決等業務の種別ごとに苦情処理・紛争解決手続を実施するための

措置を講じています。 

業務の種別 苦情処理措置及び紛争解決措置 

特定第一種金融商品取引

業務 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター

（FINMAC）と手続実施基本契約を締結する措置 

特定投資助言・代理業務 
富山県弁護士会紛争解決センターおよび札幌弁護士会紛争解決セ

ンターと協定書を締結する措置 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会  2017 年 1 月 4 日加入 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当ありません。 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金  2016 年 10 月 18 日加入 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

当事業年度におけるわが国経済は、経済活動の正常化が進む中、概ね底堅く推移しました。イン

バウンド需要の拡大継続や、供給制約の緩和を受けた生産活動回復・輸出増などがプラスに寄与す

る一方、物価高等を背景に個人消費はやや伸び悩む展開となりました。 

海外経済においては、歴史的な大幅利上げにもかかわらず堅調を維持する米国経済に対し、ドイ

ツや英国などの欧州経済は低迷が継続しました。不動産不況や海外景気の減速による需要不足に苦

しむ中国では景気回復ペースが鈍化するとみられます。 

こうした経済環境のもと、日本株市場では、2023 年 4 月に 28,200 円台で始まった日経平均株価

が上昇を継続、日銀が金融政策決定会合でマイナス金利の解除を決めたものの当面緩和的な金融環

境が続くとの観測などから、2024 年 3 月に 4 万円台に乗せるなど高値を追う展開となりました。米

国株市場では、2023 年 4 月に 33,200 ドル台で始まったダウ平均株価が米銀破綻等から軟調に推移

したものの、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）が公表した政策金利見通しで年内 3 回としていた利

下げ予想を維持したことなどを受けて、投資家のリスク選好姿勢が強まり、2023 年 11 月からＮＹ

ダウは 5 か月連続で上昇し最高値を更新しました。 

そうした中、当社は「地域に親しまれ、頼りにされる証券会社」を目指し、「顧客本位の業務運営」

の徹底を基本に、顧客基盤の拡大を最優先課題として取り組んでまいりました。令和 6 年能登半島

地震の被災者への寄付等、地域に根差した活動を行いつつ、グループ銀行との連携による顧客ニー

ズに合わせた総合金融サービスの提供、フィデューシャリー・デューティーの実践を更に推し進め

ることができました。 

その結果、当社の業績は、相場環境が上昇基調となったことにより、当事業年度の営業収益は

2,730,264 千円（前期比＋535,458 千円）、販売費及び一般管理費を差引いた営業利益は 558,440 千

円（前期比＋473,357 千円）、当期純利益は 377,716 千円（前期比＋326,974 千円）となり、増収増

益となりました。 

 

（受入手数料） 

  当事業年度の受入手数料の合計は 1,750,029 千円（前期比＋395,956 千円）で内訳は次のとおり

であります。 

①  委託手数料 

   当社の株式の委託売買高は 52,006 千株（前期比＋19,438 千株）、委託売買金額は 140,299 百万

円（前期比＋75,989 百万円）となり、この結果、委託手数料は 1,005,516 千円（前期比＋481,818

千円）となりました。 

 

②  募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

   募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、外債等債券の募集にかかる手数

料は 16,030 千円（前期比＋6,879 千円）、投資信託の募集手数料が 357,046 千円（前期比▲191,600

千円）となり、募集・売出しの取扱手数料全体では 377,062 千円（前期比▲183,285 千円）とな

りました。 

 

 

③  その他の受入手数料 

   投資信託の代行手数料・外国投信販売手数料は 355,281 千円（前期比＋96,766 千円）となるな

ど、その他の受入手数料は合計で 367,450 千円（前期比＋97,422 千円）を計上いたしました。 
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（トレーディング損益） 

当事業年度の外国株式・債券等売買にかかるトレーディング損益は 953,139 千円（前期比＋

147,336 千円）の利益を計上いたしました。なお、当社は相場又は指標の変動等を利用する自己取

引は行っておりません。 

トレーディング損益の内訳は次のとおりであります。 

①  株券等トレーディング損益     727,280 千円（前期比＋620,708 千円） 

 

②  債券等トレーディング損益     198,780 千円（前期比▲469,260 千円） 

 

③  その他のトレーディング損益    27,079 千円（前期比▲4,111 千円） 

 

（金融収支） 

当事業年度の金融収益は、27,095 千円（前期比▲7,834 千円）となり、金融費用は、20,525 千円

（前期比▲5,746 千円）となりました。差引の金融収支は 6,569 千円（前期比▲2,087 千円）の利益

の計上となりました。 

 

（販売費及び一般管理費） 

当事業年度の販売費及び一般管理費は、2,151,297 千円（前期比＋67,847 千円）となりました。

主な内訳は、紹介手数料や銀行等への支払手数料等の取引関係費 695,879 千円（前期比＋35,105 千

円）、人件費 792,598 千円（前期比＋5,617 千円）、不動産関係費 98,590 千円（前期比▲266 千円）、

事務費 475,255 千円（前期比＋10,494 千円）、減価償却費 20,395 千円（前期比▲3,763 千円）、租税

公課 33,437 千円（前期比＋9,225 千円）であります。 

 

（特別損失） 

当事業年度は特別損失として 4,457 千円を計上いたしました。内訳は、金融商品取引責任準備金

への繰入 4,457 千円であります。 
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２．業務の状況を示す指標 

（1）経営成績等の推移                  

     （単位：百万円） 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

資 本 金 1,250 1,250 1,250 

発 行 済 株 式 総 数 4,000 株 4,000 株 4,000 株 

営 業 収 益 2,816 

1,209 

2,194 2,730 

( 受 入 手 数 料 ) 1,209 1,354 1,750 

 

 

 

委 託 手 数 料 585 

 

 

523 

 

1,005 

引受け・売出し・特定投資家向け売付

け勧誘等の取扱い手数料 
－  －  －  

募集・売出し・特定投資家向け売付け
勧誘等の取扱い手数料 

371 560 

 

377 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 252 270 

805 

 

367 

( ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 ) 1,587 805 

106106106 

953 

 

株 券 等 312 106 727 

債 券 等 1,229 668 198 

そ の 他 44 31 27 

純 営 業 収 益 2,804 2,168 2,709 

経 常 損 益 680 85 

50 

559 

当 期 純 損 益 464 50 377 

 

（2）有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の推移 

                       （単位：百万円） 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

自   己 35,116 11,801 82,559 

委   託 84,682 64,310 140,299 

計 119,798 76,111 222,859 

（注）国内上場不動産投信、外国株式を含む。 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売

出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況  

                             （単位：百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出し

の 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の取

扱高 

2022 年 

3 月期 

株 券 ― ― ― 92 268 ― ― 

国債証券 ―   27  

 

― ― 

地方債証券 ―   ―  ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 ― ― ― 573   292 ― ― 

受益証券    73,382 ― 20,421 ― 

その他 ― ― ― ― ― ― ― 

合 計 ― ― ― 74,075 561 20,421 ― 

2023 年 

3 月期 

株 券 ― ― ― 97 26 ― ― 

国債証券 ―   13  ― ― 

地方債証券 ―   ―  ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 ― ― ― 668   489 ― ― 

受益証券    78,263 ― 11,200 ― 

その他 ― ― ― ― ― ― ― 

合 計 ― ― ― 79,041 516 11,200 ― 

2024 年 

3 月期 

株 券 ― ― ― 29 124 ― ― 

国債証券 ―   32  ― ― 

地方債証券 ―   ―  ― ― 

特殊債券 ― ― ― 38 ― ― ― 

社債券 ― ― ― 429 1,087 ― ― 

受益証券    80,974 ― 9,579 ― 

その他 ― ― ― ― ― ― ― 

合 計 ― ― ― 81,503 1,211 9,579 ― 
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（3）その他業務の状況 

保険業法第２条第 26 項に規定する保険募集に係る業務 

（単位：百万円） 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

保険募集手数料 0 0 0 

 

（4）自己資本規制比率の状況 

    （単位：％、百万円） 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ×100） 609.1 612.4 666.6 

固定化されていない自己資本（Ａ） 3,728 3,785 4,118 

リスク相当額（Ｂ） 612 618 617 

 

市場リスク相当額 0 0 1 

取引先リスク相当額 84 95 100 

基礎的リスク相当額 527 522 515 

 暗号等資産等による控除額 - - - 

 

（5）使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

使 用 人 123 124 123 

（うち外務員） 123 124 123 

（注）使用人数には、臨時雇員及び嘱託は含まれておりません。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

(1)  貸借対照表                    

           （単位：千円） 

資 産 の 部 

科  目 
第 7 期 

2023 年 3 月 31 日現在 
第 8 期 

2024 年 3 月 31 日現在 

流 動 資 産 9,449,418 11,408,348 

 現 金 ・ 預 金  2,703,041 4,078,719 

 預 託 金  4,000,000 4,500,000 

 約 定 見 返 勘 定  194,755 84,487 

 信 用 取 引 資 産  1,386,768 1,703,159 

  信 用 取 引 貸 付 金  1,292,424 1,631,199 

  信用取引借証券担保金  94,344 71,960 

 立 替 金  - - 

 短 期 差 入 保 証 金  1,000,000 950,000 

 前 払 費 用  10,578 10,633 

 未 収 入 金  84,861 7,299 

 未 収 収 益  69,414 74,048 

 繰 延 税 金 資 産  - - 

固 定 資 産  100,462 150,161 

 有 形 固 定 資 産  40,055 71,667 

  建 物  17,378 41,631 

  器 具 備 品  22,368 30,035 

  リ ー ス 資 産 

 

 309 - 

 無 形 固 定 資 産  20,548 24,418 

  ソ フ ト ウ ェ ア  13,966 17,836 

  電 話 加 入 権 等  6,582 6,582 

 投 資 そ の 他 の 資 産  39,858 54,075 

  長 期 差 入 保 証 金  15,873 16,559 

  長 期 前 払 費 用  2,563 3,712 

  繰 延 税 金 資 産  21,420 33,803 

資  産  合  計 9,549,881 11,558,509 

 



  

11 

 

                （単位：千円） 

負 債 の 部 

科  目 
第 7 期 

2023 年 3 月 31 日現在 

第 8 期 
2024 年 3 月 31 日現在 

流 動 負 債 5,646,232 7,268,348 

 信 用 取 引 負 債  1,386,768 1,703,159 

  信 用 取 引 借 入 金  1,292,424 1,631,199 

  信用取引貸証券受入金  94,344 71,960 

 預       り       金  4,044,676 5,007,387 

 受 入 保 証 金  46,719 103,184 

 リ ー ス 債 務  309 - 

 未 払 金  9,575 

 

75,457 

  未 払 費 用  83,829 111,128 

 未 払 法 人 税 等  3,270 193,892 

 賞 与 引 当 金  71,083 74,137 

 そ の 他 の 流 動 負 債  - - 

固 定 負 債  6,790 11,129 

 退 職 給 付 引 当 金             4,287 7,636 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  2,502 3,492 

 リ ー ス 債 務  - - 

特 別 法 上 の 準 備 金  10,766 15,223 

 金融商品取引責任準備金  10,766 15,223 

負  債  合  計  5,663,788 7,294,700 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本  3,886,092 4,263,808 

 資 本 金  1,250,000 1,250,000 

 資 本 剰 余 金  1,363,555 1,363,555 

  資 本 準 備 金  1,250,000 1,250,000 

  その他 の資 本 剰 余 金  113,555 113,555 

 利 益 剰 余 金  1,272,536 1,650,252 

  繰 越 利 益 剰 余 金  1,272,536 1,650,252 

純 資 産 合 計  3,886,092 4,263,808 

負 債 ・ 純 資 産 合 計  9,549,881 11,558,509 
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(2)  損益計算書   

             （単位：千円） 

科 目 
第 7 期 

自 2022 年 4 月 1 日 

至 2023 年 3 月 31 日 

第 8 期 
自 2023 年 4 月 1 日 

至 2024 年 3 月 31 日 

営 業 収 益  2,194,806 2,730,264 

 受 入 手 数 料  1,354,073 1,750,029 

  委 託 手 数 料  523,698 1,005,516 

  募集・売出し・特定投資家向け売付

け勧誘等の取扱手数料 
 560,347 377,062 

  その他 の受 入 手 数 料  270,027 367,450 

 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  805,802 953,139 

 金 融 収 益  34,929 27,095 

金 融 費 用  26,272 20,525 

純 営 業 収 益  2,168,533 2,709,738 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費  2,083,449 2,151,297 

 取 引 関 係 費  660,773 695,879 

 人 件 費  786,981 792,598 

 不 動 産 関 係 費  98,856 98,590 

 事 務 費  464,760 475,255 

 減 価 償 却 費  24,158 20,395 

 租 税 公 課  24,212 33,437 

 そ の 他  23,706 35,140 

営 業 損 益  85,083 558,440 

営 業 外 収 益  22 1,310 

営 業 外 費 用  8 333 

経 常 損 益  85,097 559,417 

特 別 損 失  568 4,457 

 減 損 損 失  - - 

 金融商品取引責任準備金繰入   568 4,457 

税 引 前 当 期 純 損 益  84,529 554,960 

法人税、住民税及び事業税  25,129 189,627 

法 人 税 等 調 整 額  8,657 △12,382 

当 期 純 損 益  50,741 377,716 
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 (3)  株主資本等変動計算書 

 

 

第 7 期 （2022 年 4 月 1 日 ～ 2023 年 3 月 31 日） 

   （単位：千円） 

 株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
その他資本 

剰余金 

資本剰余金 

合計 

その他 

利益剰余金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 1,250,000 1,250,000 113,555 1,363,555 1,221,794 3,835,350 3,835,350 

当期変動額        

 当期純利益 － － － － 50,741 50,741 50,741 

当期変動額合計 － － － － 50,741 50,741 50,741 

当期末残高 1,250,000 1,250,000 113,555 1,363,555 1,272,536 3,886,092 3,886,092 

 

第 8 期 （2023 年 4 月 1 日 ～ 2024 年 3 月 31 日） 

   （単位：千円） 

 株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
その他資本 

剰余金 

資本剰余金 

合計 

その他 

利益剰余金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 1,250,000 1,250,000 113,555 1,363,555 1,272,536 3,886,092 3,886,092 

当期変動額        

 当期純利益 － － － － 377,716 377,716 377,716 

当期変動額合計 － － － － 377,716 377,716 377,716 

当期末残高 1,250,000 1,250,000 113,555 1,363,555 1,650,252 4,263,808 4,263,808 
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(4)  注記事項 

    当社の財務諸表は、「会社計算規則」（平成 18 年 2 月 7 日法務省令第 13 号）並びに同規則第 118

条第１項に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年 8 月 6 日内閣府令第 52 号）

及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規

制規則）に準拠して作成しております。 

   なお、記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

[重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

第 7 期（2023 年 3 月期） 第 8 期（2024 年 3 月期） 

１．固定資産の減価償却方法 

（1）有形固定資産（リース資産除く） 

 定率法。なお、2016 年 4 月 21 日以降に取得し

た建物附属設備については、定額法を採用してお

ります。 

（2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用

しております。 

（3）リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。 

１．固定資産の減価償却方法 

  

 同左 

２．引当金の計上基準 

（1）賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給

見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上し

ております。 

(2) 役員退職慰労引当金 

役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役

員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事

業年度末までに発生していると認められる額を

計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における自己都合退職による期末要支給額を計

上しております。 

２．引当金の計上基準 

（1）賞与引当金 

   

 同左 

 

(2) 役員退職慰労引当金 

  

同左 

 

 

 (3) 退職給付引当金 

  

同左 

 

３．特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

有価証券の売買その他取引等に関して生じた

事故による損失に備えるため、金融商品取引法第

46 条の 5 及び金融商品取引業等に関する内閣府

３．特別法上の準備金の計上基準 

 

 同左 
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令第 175 条の規定に基づき計上しております。 

４．重要な収益および費用の計上基準 

   当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要

な収益における主な履行義務の内容および当該履行

義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時

点）は以下のとおりであります。 

(1)委託手数料 

委託手数料は、顧客と締結した取引約款・規定等に

基づいて、売買執行サービス等を履行する義務を負っ

ております。当履行義務は、当社が注文を執行する都

度充足されることから、約定時点（一時点）で収益を

認識しております。 

(2)募集・売出し・特定投資家向け売付勧誘等の取扱

手数料 

  募集・売出し・特定投資家向け売付勧誘等の取扱手

数料は、約定時点（一時点）で収益を認識しておりま

す。  

(3)その他の受入手数料 

  その他の受入手数料には、様々な手数料が含まれて

おりますが、その中で主なものは投資信託の代行手数

料です。投資信託の代行手数料は、投資委託会社等と

の契約に基づき、募集・販売の取扱い等に関する代行

業務を履行する義務を負っており、その手数料は投資

信託の純資産を参照して算定されます。当該手数料に

ついては、日々のサービスの提供と同時に顧客により

便益が費消されるため、契約期間（一定期間）にわた

り時の経過に応じて収益を認識しております。 

４．重要な収益および費用の計上基準 

  同左 

５．その他 

 約定見返勘定については、「有価証券関連業経理

の統一に関する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証

券業協会自主規制規則）に準拠し、貸方の金額と相殺

して計上しております。 

５．その他 

 同左 

 

 [貸借対照表に関する注記] 

第 7 期（2023 年 3 月期） 第 8 期（2024 年 3 月期） 

１．担保等として差入れをした有価証券及び差入れを

受けた有価証券の時価額 

（1）担保等として差入れをした有価証券の時価額 

   信用取引貸証券         102,147 千円 

   信用取引借入金の本担保証券 1,262,155 千円 

１．担保等として差入れをした有価証券及び差入れを

受けた有価証券の時価額 

（1）担保等として差入れをした有価証券の時価額 

   信用取引貸証券         92,240 千円 

   信用取引借入金の本担保証券 1,689,134 千円 
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（2）担保等として差入れを受けた有価証券の時価額 

   信用取引貸付金の本担保証券 1,262,155 千円 

   信用取引借証券        102,147 千円 

 受入保証金代用有価証券    1,667,991 千円 

（2）担保等として差入れを受けた有価証券の時価額 

   信用取引貸付金の本担保証券 1,689,134 千円 

   信用取引借証券        92,240 千円 

 受入保証金代用有価証券    2,780,205 千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額   

建物 74,059 千円 

器具備品 102,796 千円 

リース資産 4,017 千円 

 計 180,872 千円 
 

２．有形固定資産の減価償却累計額   

建物 59,558 千円 

器具備品 113,280 千円 

リース資産 4,326 千円 

 計 177,165 千円 
 

 

  [損益計算書に関する注記] 

第 7 期（2023 年 3 月期） 第 8 期（2024 年 3 月期） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

販売費・一般管理費  362,711 千円 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

販売費・一般管理費  353,164 千円 

 

[株主資本等変動計算書に関する注記] 

第 7 期（2023 年 3 月期） 第 8 期（2024 年 3 月期） 

当事業年度末における発行済株式の総数     

普通株式    4,000 株 

 同左 

 

 [税効果会計に関する注記] 

第 7 期（2023 年 3 月期） 第 8 期（2024 年 3 月期） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産 

   賞与引当金        21,652 千円 

   減損損失          3,470 千円 

   その他            6,559 千円 

   繰延税金資産小計     31,681 千円 

   評価性引当額        9,437 千円 

   繰延税金資産合計     22,243 千円 

繰延税金負債 

   その他            822 千円 

   繰延税金負債合計       822 千円 

繰延税金資産の純額          21,420 千円 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産 

   賞与引当金        22,582 千円 

   減損損失           22 千円 

   未払事業税         11,164 千円 

   その他           9,283 千円 

   繰延税金資産小計     43,053 千円 

   評価性引当額        9,249 千円 

   繰延税金資産合計     33,803 千円 

  繰延税金負債           -   

  繰延税金資産の純額          33,803 千円 

 

[金融商品に関する注記] 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の売出し又は募集、売出し及び私
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募の取扱い、その他の金融商品取引業及び金融商品取引業に関連または付随する業務等の主たる

事業において金融商品を有しております。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

   現金は注記を省略しており、預金、預託金、約定見返勘定、信用取引資産、短期差入担保金、

信用取引負債、預り金及び受入保証金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること

から、注記を省略しております。 

 

 [関連当事者との取引に関する注記] 

【第 7 期（2023 年 3 月期）】 

１．親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

そ の 他 の

関係会社 

東海東京フィナ

ンシャル・ホール

ディングス株式

会社 

（被所有） 

直接 40％ 

出向社員の

受入 

人件費の支払 

（注 1）(注 2) 
345,930 賞与引当金 34,939 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）人件費については、当社の給与規定等に照らして適正と判断する額に決定しております。 

（注 2）取引金額には消費税額等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

２．兄弟会社等 

属性 会社等の名称 

議 決 権 等

の所有（被

所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

同一の親

会社をも

つ会社 

株式会社北陸

銀行 
なし 顧客の紹介 

顧客紹介手数料の支

払（注 1）（注 4） 
258,083 未払費用 17,897 

その他の

関係会社

の子会社 

東海東京証券 

株式会社 
なし 

金融商品の

販売委託 

 

信用取引の

取次ぎ 

信用取引借入金の借

入（注 2） 

 

信用取引借証券の担

保差入（注 2） 

 

短期差入保証金の差

入（注 2） 

- 

 

 

- 

 

 

- 

 

信用取引借

入金 

 

信用取引借

証券担保金 

 

短期差入保

証金 

1,292,424 

 

 

94,344 

 

 

1,000,000 

東海東京ビジ

ネスサービス

株式会社 

なし 事務委託 
事務委託費の支払

（注 3）（注 4） 
406,525 未払費用 37,375 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）顧客紹介手数料については、その業務内容を踏まえ、適正と判断する料率を決定しており

ます。 

（注 2）信用取引借入金、信用取引借証券担保金及び短期差入保証金については、残高が毎日変動

するため、期末残高のみを記載しております。なお、これらの取引については、その業務

内容を踏まえ、当社と東海東京証券株式会社が適正と判断する条件を適用しております。 

（注 3）事務委託費については、その業務内容を踏まえ、他の取引先と同等の条件に決定しており

ます。 

（注 4）取引金額には消費税額等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

【第 8 期（2024 年 3 月期）】 
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１．親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

そ の 他 の

関係会社 

東海東京フィナ

ンシャル・ホール

ディングス株式

会社 

（被所有） 

直接 40％ 

出向社員の

受入 

人件費の支払 

（注 1）(注 2) 
335,779 賞与引当金 36,063 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）人件費については、当社の給与規定等に照らして適正と判断する額に決定しております。 

（注 2）取引金額には消費税額等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

２．兄弟会社等 

属性 会社等の名称 

議 決 権 等

の所有（被

所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

同一の親

会社をも

つ会社 

株式会社北陸

銀行 
なし 顧客の紹介 

顧客紹介手数料の支

払（注 1）（注 4） 
255,161 未払費用 30,607 

その他の

関係会社

の子会社 

東海東京証券 

株式会社 
なし 

金融商品の

販売委託 

 

信用取引の

取次ぎ 

信用取引借入金の借

入（注 2） 

 

信用取引借証券の担

保差入（注 2） 

 

短期差入保証金の差

入（注 2） 

- 

 

 

- 

 

 

- 

 

信用取引借

入金 

 

信用取引借

証券担保金 

 

短期差入保

証金 

1,631,199 

 

 

71,960 

 

 

950,000 

東海東京ビジ

ネスサービス

株式会社 

なし 事務委託 
事務委託費の支払

（注 3）（注 4） 
413,988 未払費用 38,726 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）顧客紹介手数料については、その業務内容を踏まえ、適正と判断する料率を決定しており

ます。 

（注 2）信用取引借入金、信用取引借証券担保金及び短期差入保証金については、残高が毎日変動

するため、期末残高のみを記載しております。なお、これらの取引については、その業務

内容を踏まえ、当社と東海東京証券株式会社が適正と判断する条件を適用しております。 

（注 3）事務委託費については、その業務内容を踏まえ、他の取引先と同等の条件に決定しており

ます。 

（注 4）取引金額には消費税額等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

[収益認識に関する注記]  

  収益を理解するための基礎となる情報は（4）注記事項「重要な会計方針に係る事項に関する注記」

「4．重要な収益および費用の計上基準」に記載しております。 

 

[1 株当たり情報に関する注記] 

第 7 期（2023 年 3 月期） 第 8 期（2024 年 3 月期） 

１．1 株当たり純資産額    971,523 円 6 銭 

２．1 株当たり当期純利益    12,685 円 36 銭 

１．1 株当たり純資産額  1,065,952 円 10 銭 

２．1 株当たり当期純利益    94,429 円 3 銭 

 

 [企業結合等に関する注記] 
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【第 7 期（2023 年 3 月期）】 

 該当ありません。 

【第 8 期（2024 年 3 月期）】 

 該当ありません。 

 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

（単位：百万円） 

第 7 期（2023 年 3 月期） 第 8 期（2024 年 3 月期） 

借入先 金額 借入先 金額 

東海東京証券株式会社 1,292  東海東京証券株式会社 1,631  

 

３. 保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の

取得価額、時価及び評価損益                          

該当ありません。 

 

４. デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約

価額、時価及び評価損益 

該当ありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

   当社は、2024 年 3 月期（2023 年 4 月 1 日から 2024 年 3 月 31 日まで）の計算書類、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその付属明細書（以下、

「計算書類等」）について、会計監査人である有限責任監査法人トーマツによる会社法第 436 条第

2 項第１号に基づく監査を受け、監査報告書を受理しております。 

本ディスクロージャー誌の財務諸表は、上記の計算書類等に基づき記載内容を一部追加・変更

するとともに、様式を一部変更して作成しておりますが、この財務諸表そのものについては監査

を受けておりません。 
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Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

当社は、実効性ある法令等遵守態勢を確立するためコンプライアンス委員会を設置しており、さ

らに、コンプライアンスに関する全社的な課題を一元管理する主要な部署として業務コンプライア

ンス部を設置しております。 

業務にかかる内部管理体制としては、日本証券業協会規則に基づく内部管理責任者及び営業責任

者を各部店に配置し、内部管理統括責任者を内部管理の責任者として、業務コンプライアンス部に

おいて売買管理、コンプライアンスに関する日々の指導、モニタリング等を行っております。 

また、内部監査体制としては、内部管理体制の適切性及び有効性を検証・評価することで経営の

合理化・効率化および業務の適正な遂行ならびに情報保護の向上を図ることを目的として、監査部

を設置しております。なお、法令等遵守、顧客保護、リスク管理等の観点から当社の内部管理態勢

及び内部統制の適切性・有効性を検証するため、監査部を執行部門から独立させ、その独立性と実

効性を確保しております。 

業務コンプライアンス部及び監査部の業務分掌は以下のとおりであります。 

＜業務コンプライアンス部の業務分掌＞ 

業務コンプライアンス部は、次の事項を分掌する。 

 (1) 法令等遵守指導に関する事項 

 (2) 外部検査対応に関する事項 

 (3) 広告等の管理・審査等に関する事項 

 (4) 情報管理の統括に関する事項 

 (5) 有価証券等の売買管理に関する事項 

 (6) 内部者取引に関する事項 

 (7) 役職員の証券投資に関する事項 

 (8) ５％ルールに係る届出および指導等の総括に関する事項 

 (9) 売買管理業務に係る諸規則・諸制度の制定および改廃に関する事項 

 (10) 営業活動の適正化に係る社内規程の制定および改廃に関する事項 

 (11) 業務処理等に係る部店指導に関する事項 

 (12) 業務処理等に係る部店窓口業務に関する事項 

 (13) 受渡に係る異例事項の状況把握ならびに指導に関する事項 

 (14) 顧客の取引状況に関する事項 

 (15) 取引一任勘定の口座管理に関する事項 

 (16) 内部管理評価表の作成および各項目の実態把握と状況に応じた指導に関する事項 

 (17) 取引の公正確保に係る諸法令・諸規則および社内規程の遵守状況の把握ならびに指導に関

する事項 

 (18) 証券事故，紛争処理に関する事項 

 (19) 顧客からの苦情処理に関する事項 

 (20) 相談窓口に係る顧客からの苦情，相談等の対応に関する事項 

 (21) 事務管理に係る企画，立案および調査に関する事項 

 (22) 事務処理要項の作成に係る業務の総括に関する事項 

 (23) 新商品の開発および制度改訂に伴う事務処理変更等に係る社内外への対応ならびに調整に
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関する事項 

 (24) 法定帳簿に関する事項 

 (25) 営業各店の営業事務に関する事項 

 (26) 事務リスクの管理に関する事項 

 (27) 関係諸法令遵守等の法務に関する事項 

 (28) 社内の契約および規程等のリーガル・コンプライアンスチェックに関する事項 

 (29) その他これらに付帯する事項 

＜監査部の業務分掌＞ 

監査部は、次の事項を分掌する。 

 (1) 内部監査に関する基本方針の企画，立案および管理に関する事項 

 (2) 内部監査に関する計画の企画，立案および管理に関する事項 

 (3) 内部監査の実施に関する事項 

 (4) 社外監査に関する計画の企画，立案および実施に関する事項 

 (5) その他これらに付帯する事項 

 

＜苦情処理及び紛争解決の体制＞ 

・社内受付窓口 

当社は、お客さまからのご意見、苦情または紛争の申出につきましては、お取引店でお受

けするほか、業務コンプライアンス部 お客様相談窓口でもお受けしております。 

名称 ご連絡先 

お客様相談窓口 

電話番号：076-471-8262 

受付時間：月～金 9:00～17:00（振替休日を含む祝日、12月31日～1

月3日を除く） 

・外部機関 

金融商品取引業者としての業務（特定第一種金融商品取引業務）に関する苦情の申出、ま

たは紛争解決手続きにつきましては特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センタ

ーをご利用いただけます。特定投資助言・代理業務（ラップ口座開設に関する業務）に関す

る紛争については、以下の弁護士会の紛争解決手続きをご利用いただけます。 

名称 ご連絡先 苦情 紛争 

特定非営利活動法人 

証券・金融商品あっせん 

相談センター 

（略称：FINMAC） 

電話番号：0120-64-5005（フリーダイヤル） 

受付時間：月〜金 9:00〜17:00（振替休日を含

む祝日、12月31日〜1月3日を除く） 

○ ○ 

富山県弁護士会 

紛争解決センター 

電話番号：076-421-4811 

受付時間：月〜金 9:00〜16:00（祝祭日、お盆、

年末年始を除く） 

〒930-0076 富山県富山市長柄町3丁目4番1号 

－ ○ 
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札幌弁護士会 

紛争解決センター 

電話番号：011-251-7730 

受付時間：月〜金 9:00〜16:00（祝祭日、お盆、

年末年始を除く） 

〒060-0001 北海道札幌市中央区北1条西10丁

目 

札幌弁護士会館2階 札幌弁護士会法律相談セ

ンター内 

 

※ 札幌市のほか、旭川市、函館市、釧路市、帯

広市、北見市、網走市の弁護士会館等で紛争

解決手続を実施することも可能です。詳しく

は、上記連絡先にお申出ください。 

－ ○ 

 

２．分別管理等の状況 

 （1）金融商品取引法第 43 条の 2 の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

項       目 
2023 年 3 月 31 日 

現在の金額 

2024 年 3 月 31 日 

現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 3,934 百万円 4,460 百万円 

顧客分別金信託額 4,000 百万円 4,500 百万円 

期末日現在の顧客分別金必要額 3,852 百万円 4,515 百万円 

   

②  有価証券の分別管理の状況 

    イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 

2023 年 3 月 31 日現在 2024 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株  券 株数 56,196 千株 2,321 千株 69,509 千株 2,738 千株 

債  券 額面金額 28,922 百万円 40,439 百万円 29,320 百万円 30,128 百万円 

受益証券 口数 77,992 百万口 3,583 百万口 78,554 百万口 4,164 百万口 

その他 数量 65 百万円 － 75 百万円 － 
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 ロ 受入保証金代用有価証券 

  有価証券の種類 

2023 年 3 月 31 日現在 2024 年 3 月 31 日現在 

数  量 数  量 

株  券 株数 1,213 千株 1,733 千株 

債  券 額面金額 20 百万円 10 百万円 

受益証券 口数 154 百万口 175 百万口 

その他 数量 1百万円 0百万円 

 

ハ 管理の状況 

     顧客の預り金や信用取引委託保証金などの金銭については、信託銀行に顧客分別金信託と

して預託しております。また、顧客の有価証券については、自社保管分、外部委託保管分（代

行会社等）とも当社の自己財産と明確に分別して保管し、管理しております。 

管理区分 商品区分 管理場所 管理方法 

単純管理 株券 だいこう証券ビジネス 自己分と顧客分を区分 

混合管理 株券、債券、

受益証券 

取次ぎ母店、海外保管機関、

証券保管振替機構 

取次ぎ母店の帳簿及び当社

の帳簿にて自己分と顧客分

を区分 

振替決済 株券、債券、

受益証券 

日本銀行、証券保管振替機

構 

口座管理機関において振替

口座簿にて管理 

 

   ③  対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

    該当ありません。 

 

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第 1 条の 12 第 2 号に規定する権利を除く。）

に限る。）の分別管理の状況 

    該当ありません。 

 

   (2) 金融商品取引法第 43 条の 2 の 2 の規定に基づく区分管理の状況 

   該当ありません。 

 

  (3) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理の状況 

   該当ありません。 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

    該当ありません。 
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２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当ありません。                        

 

Ⅵ．当社の組織等に関する追記事項 

2 ページ記載の「役員の氏名又は名称」ならびに「政令で定める使用人の氏名」につきまして、

2024 年 7 月 31 日現在の状況は以下のとおりでございます。 

 

５．役員の氏名又は名称 

（2024 年 7 月 31 日現在） 

役  職  名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 梶谷 英治 有 常  勤 

代表取締役副社長 加地 賢幸 有 常  勤 

代表取締役副社長 沖藤 季彦 有 常  勤 

監 査 役   浅田 繁 無 常  勤 

監 査 役 鈴木 誠 無 非常勤 

監 査 役 河合 義文 無 非常勤 

（注1） 河合義文氏は、2024年6月 24日付定時株主総会において監査役に選任され、同日就任いたしました。 

（注2） 監査役のうち鈴木誠、河合義文の両氏は会社法第 2 条第 16号に定める社外監査役であります。 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

(1)金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則を

いう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる

名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にあ

る者を含む。）の氏名 

（2024 年 7 月 31 日現在） 

氏    名 役  職  名 

三宅 大樹 管理本部長（内部管理統括責任者） 

古屋 俊児 業務コンプライアンス部長 

古野 雅祥 監査部長 

（注）人事異動に伴い、古屋俊児氏は 2024年 4月 1 日付で政令で定める使用人に就任いたしました。 

 

(2)投資助言・代理業（金融商品取引法（以下「法」という。）第 28 条第 3 項に規定する投資助言・

代理業をいう。）に関し、法第 29 条の 2 第 1 項第 10 号の営業所又は事務所の業務を統括する

者（部長、次長、課長その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統

括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

（2024 年 7 月 31 日現在） 
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氏    名 役  職  名 

宮島 洋祐 商品統括部長 

（注 1）当社は投資助言業務（法第 28 条第 6 項に規定する投資助言業務をいう。）及び投資運用業（同条第 4

項に規定する運用業をいう。）は行っておりません。 

 （注 2）人事異動に伴い、宮島洋祐氏は 2024年 4月 1 日付で政令で定める使用人に就任いたしました。 

以 上 

 


